
平成29年度第1回 
熊本市特定空家等措置審議会 

平成30年3月27日（火）15：30～ 

本庁舎14階大ホール 

（熊本市建築指導課） 
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特定空家等の措置に向けて 

１ 熊本市の管理不全な家屋への対応について 

２ 国のガイドライン概要 

３ 全国の市区町村の特定空家等に対する措置について 

４ 特定空家等に対する措置の課題 

５ 今後の会議について 

 

４  
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＜空家の状況＞ 

 １ 熊本市の管理不全な家屋への対応について  

空家数、空家率がともに増大 

平成25年住宅・土地統計調査より 

（全国１３．５％） 

空家率１４．１％ 

空家数 約５万戸 
（過去最高） 

3 



＜空家の状況＞ 

 １ 熊本市の管理不全な家屋への対応について  

倒壊のおそれ 

所有者の管理意識の 
低さ 所有者不明 

相続問題 

管理不全な家屋 

衛生上有害 景観損なう 

周辺生活環境への 
悪影響 
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●平成27年、空家等が適正な管理が図られるように、また、空家の活用促 
 進のため、法が制定される。 

●平成20年、関係課23課で「空地・空家等対策調整会議」を設置し、増加 
 する空家対策の検討を開始。 

 １ 熊本市の管理不全な家屋への対応について  

空家等対策の推進に関する特別措置法 

熊本市老朽家屋等の適正管理に関する条例 
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●平成26年、家屋等が適正な管理が図られるように条例を制定。 



空家等対策の推進に関する 
特別措置法 

熊本市老朽家屋等の 
適正管理に関する条例 

空家等 
年間を通じて使用実績のない
建築物、附属工作物及びその

敷地（定着物含む） 

特定空家等 
ガイドライン別紙①～④の状態
で周囲への影響がある空家等 

 １ 熊本市の管理不全な家屋への対応について  

空家外家屋 
 
 家屋等のうち、空家等以外のもの 

管理不全な家屋等の所有者に対して適正な管理を促す 
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管理不全な空家外家屋 
ガイドライン別紙①の状態で 
周囲への影響がある空家外家屋 



公平・公正を期すため「特定空家等措置審議会」に
より管理不全な家屋等の措置を検討 

●管理不全な家屋等の措置（勧告・命令・代執行）を行うにあたり、家屋等の 
 状態、周辺環境への影響の程度、危険等の切迫性などを勘案する必要がある。 
 
●しかし、定量的な基準により一律に判断することは難しく、総合的に判断を 
 行う必要がある。 

 １ 熊本市の管理不全な家屋への対応について  

●平成28年、熊本地震を受け、危険な家屋等の相談は増加。 
 
●適正な管理がされずに解体や修繕がされていない管理不全な家屋等への対応 
 が急務。 
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略式代執行 
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所有者等不明 
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 ３ 全国の市区町村の特定空家等に対する措置について  

13件 
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 ３ 全国の市区町村の特定空家等に対する措置について  
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 ３ 全国の市区町村の特定空家等に対する措置について  

＜行政代執行の事例（東京都葛飾区）＞ 

老朽化による建物の倒壊のおそれがあるとして、平成28年3月に全国で初め
て実施。 

※矢印の方向が区立公園 
国土交通省平成28年度調査資料より 

13 

●用途 住宅 
●構造 木造2階建 
●所有者 建物所有者判明  
     （借地） 



 ３ 全国の市区町村の特定空家等に対する措置について  

＜略式代執行の事例（神戸市）＞ 

倒壊のおそれがあるとして、政令市で初めて、平成30年2月中旬から実施。 

神戸市ホームページより 

●用途 住宅 
●構造 木造2階建 
●所有者  登記簿上の名義
人である法人は、平成27年
1月に会社法第472条第1項
の規定により解散 
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 ４ 特定空家等に対する措置の課題  

＜勧告実施の課題＞ 

●特定空家等に係る土地について、固定資産税等の住宅用地特例 
 の対象から除外され、土地の固定資産税が増加する。 
 
 

●土地所有者にとって不利益となることから、慎重に進める必要 
 あり。 
 （土地所有者と建物所有者が異なる場合が特に問題。） 
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 ４ 特定空家等に対する措置の課題  

＜略式代執行実施の課題＞ 

●所有者等が不明のため、費用請求する相手がいない。 
 
●実施後に所有者等が判明した場合には、民事徴収により要し 
 た費用を回収する予定であるが、行政代執行法に基づく強制 
 徴収ができないため、費用回収が難しい。 

●特に早急に措置を行うべきと判断したものについて、措置を 
 行う必要あり。 
 
●土地所有者も確知できない場合、市で相続財産管理人を家庭 
 裁判所に申し立て、土地の売却費用により費用回収する方法 
 などを検討することも必要。 
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 ４ 特定空家等に対する措置の課題  

＜行政代執行、略式代執行実施の課題＞ 

●建物内の動産に関して、所有者等から処分の同意を得ること 
 ができるなら問題ないと考えるが、同意がない場合の手続き 
 について、法の位置づけがない。 

●訴訟リスク回避のため、所有者にとって重要と思われる動産
（仏具、日記など）は、市で保管すべきか。 
 
●どのような動産をどのくらいの期間保管するか。 
 
●換価できるものは、除却費用の回収を名目に処分できるか。 
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措置審議会 公告

代執行 略式代執行

勧告

措置審議会

命令・公示

措置審議会 措置審議会

助言・指導

情報提供・助言

ガイドライン別紙①～④の状態と認められ、

周囲への影響がある

 ５ 今後の会議について 
   （①特定空家等：空家特措法で対応）  
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所
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助言・指導

命令

措置審議会

公表

勧告

代執行

措置審議会

措置審議会

ガイドライン別紙①の状態と認められ、

周囲への影響がある

 ５ 今後の会議について 
   （②管理不全な空家外家屋：老朽条例で対応）  
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